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中小企業を取り巻く経営環境は、２０３０年に向けて人口減少や少子高齢化、人手不足、コスト上昇など、かってない変化に直面しており「２
０３０年問題」と呼ばれています。今後５年を見据え、各企業には持続的な発展や事業承継のため新たな対応力が求められています。ま
た、社会や市場の構造変化、環境問題への対応、価値観の多様化なども加速しており、経営の在り方そのものが問われる時代となっていま
す。今回のアンケートは、５年後（２０３０年）以降を見据えた経営の現状や課題などについてお伺いしました。

５年後（２０３０年）以降を見据えた中長期的な経営について

調査時期／2025年5月14日～6月4日　　調査対象企業数／1572社　　有効回答数／401社　　有効回答率／25.5％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。
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貴社では、ＳＤＧｓ（2030年を目途とした持続可能な開発目標）にかかる取り組みを行っていますか。　
 

【2030年までに経営者変更を予定】 【2030年までに経営者変更を予定せず】
【生産面】 【販売面】

貴社における５年後の2030年を見据えた事業承継の
状況について、変更を予定されている方は変更先を、予
定していない方は貴社の状況についてお答えくださ
い。

最低賃金について現行の1,055円（全国加重平均）が、
仮に1,500円になった場合、貴社では雇用や労働時間
の削減を行う見通しですか。

わが国では、２０３０年以降も人口の減少や高齢
化の進展が見込まれていますが、これらに対し生産
面、販売面についてそれぞれどのように対応していき
たいとお考えでしょうか。
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また、最低賃金が引上げになった場合、雇用や労働時間以外に
考えられる対策についてお答えください。

企業における社会保険負担の増加が今後も見込まれ
ますが、経営面でどの程度の不安を感じていますか。

また、社会保険負担が増加した場合、経営面への影響について
考えられることについてお答えください。
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外国人採用の強化 7.1%
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省力化投資（ＩＴ、設備等）の増加 6.3%
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高齢者の
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現役世代の確保
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新しい市場へ
の進出・強化
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親族に承継
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親族以外の役員、
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承継先を選定中 3.2%
他社への事業譲渡（Ｍ＆Ａを含む）を予定 0.5%

親族以外の社外人材に承継 1.0%

2030年以降の承継を決定済み 9.2%
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経営者が若く
検討不要
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全くの未定
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検討の必要性は
感じているが未着手
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（省エネ）省エネ、節電、
再生可能エネルギーの使用

43.1%

（地域貢献）防犯、防災、
寄付、まちづくり 10.6%

（貧困対策・健康福祉）
フェアトレード、途上国支援 0.5%

（環境負荷）
グリーン調達、カーボンオフセット、
有害物質の削減 5.8%

（水資源）水使用量削減、
排水管理 4.0%

28.5%

左記の取り組みは
していない

（雇用）女性や高齢者、
障がい者、

外国人等の多様な
人材の雇用

23.2%

（省資源）再生資源や
未利用資源の利用、
廃棄物削減、

製品の長寿化や修理

21.9%

（労働環境）
研修の充実、
働き方改革の
実施
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（森林資源）
ペーパレス化、
緑化・植林
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